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（百万円未満、小数点第1位未満は切捨て） 
１．平成23年3月期第1四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 
（１）連結経営成績（累計）                                                  （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 経常収益 経常利益 四半期純利益 

 百万円         ％ 百万円         ％ 百万円         ％ 

23年 3月期第1四半期 12,191 △13.4 2,751 △45.2 1,909 △60.0 
22年 3月期第1四半期 14,078  14.0 5,024   － 4,782   － 

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

 円   銭 円   銭

23年 3月期第1四半期 10 83 －
22年 3月期第1四半期 32 63 －

 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

23年 3月期第1四半期 1,987,792 92,147 4.4 503 95
22年 3月期 1,950,750 89,774 4.4 491 14

(参考) 自己資本 23年3月期第1四半期        88,771百万円 22年3月期        86,513百万円 

 (注) ｢自己資本比率｣は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。 

 

２．配当の状況 

年間配当金    
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合  計    

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭   
22年 3月期 － 3 00 － 3 00 6 00   
23年 3月期 －    

23年 3月期(予想)  3 00 － 3 00 6 00   

(注)当四半期における配当予想の修正有無 ：有・無 

 
３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 経常収益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円       ％ 百万円       ％ 百万円       ％ 円   銭 

第２四半期(累計) 23,000 △12.7 2,600 △62.0 2,000 △70.0 11 35 
通  期 46,000  △5.6 7,500 △21.8 5,000 △43.0 28 38 

(注)当四半期における業績予想の修正有無 ：有・無 

 



 

 

４．その他  （詳細は、【添付資料】P.3「2.その他の情報」をご覧ください。） 
 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：有・無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 
 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有・無 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有・無 

② ①以外の変更 ：有・無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原

則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 
 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年3月期1Ｑ 176,334,000株 22年3月期 176,334,000株

② 期末自己株式数 23年3月期1Ｑ 185,794株 22年3月期 187,248株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 23年3月期1Ｑ 176,147,012株 22年3月期1Ｑ 146,525,289株

 
※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外ではありますが、この四半期決
算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、現在入手可能な情報による判断および仮定に基
づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。 
なお、平成23年3月期の連結業績予想について、平成22年5月14日公表の数値から変更はありません。 
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 
 

（1）連結経営成績に関する定性的情報 

当第 1 四半期連結会計期間（平成 22 年４月１日～平成 22 年６月 30 日）の国内経済を顧みますと、景気は持ち

直しの動きが継続しました。雇用環境は厳しいものの、個人消費は耐久財を中心に持ち直し、設備投資等も下げ止

まりが明確になりました。また、引き続き輸出や生産が増加しました。日経平均株価は、ギリシャの財政危機を背

景にした欧州の金融不安等から、1 万円を割り込んで推移しました。 
一方、４月に発生した口蹄疫の影響は、持ち直しの動きが見られていた県内経済を下押しすると考えられ、県内

経済の回復のタイミング、スピードは全国と比べ遅れることが予想されています。 
このような金融経済環境のなか、当行グループは引き続き地域に密着した営業展開と経営内容の充実に努めまし

た結果、当第１四半期連結会計期間の業績は次の通りとなりました。 

経常収益は、役務取引等収益が預り資産販売手数料の増加により増加しましたが、資金運用収益が貸出金の利回

り低下により減少し、また、有価証券売却益や金融派生商品収益の減少により、その他業務収益やその他経常収益

が減少したことから、前第１四半期連結会計期間比 1,887 百万円減少して 12,191 百万円となりました。一方、経

常費用は、資金調達費用が預金等の利回り低下により減少しましたが、営業経費の増加等により、前第１四半期連

結会計期間比 386 百万円増加して 9,439 百万円となりました。以上により、経常利益は、前第１四半期連結会計期

間比 2,273 百万円減少して 2,751 百万円となり、四半期純利益は、同 2,873 百万円減少して 1,909 百万円となりま

した。 

 

（2）連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末（平成 22 年６月 30 日）における財政状態につきましては、総資産は前連結会計年

度末比 370 億円増加して１兆 9,877 億円、純資産額は同 24 億円増加して 921 億円となりました。 

主要な勘定科目につきましては、貸出金は法人向け貸出の減少により前連結会計年度末比 76 億円減少して 1 兆

1,866 億円、有価証券は債券を中心に同 72 億円増加して 6,164 億円、預金・譲渡性預金は個人・公金預金の増加に

より同 466 億円増加して 1 兆 8,403 億円となりました。 

 

（3）連結業績予想に関する定性的情報 

平成 23 年３月期の業績予想につきましては、平成 22 年５月 14 日公表の数値から変更ありません。 
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２．その他の情報 

 

（1）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

（2）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

【簡便な会計処理】 

① 減価償却費の算定方法 

定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法によ

り算定しております。 

② 貸倒引当金の計上方法 

「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てている債

権等以外の債権に対する貸倒引当金につきましては、前連結会計年度末の予想損失率を適用して計上し

ております。 

③ 税金費用の計算 

当行の法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算しておりますが、納付税額の算出

に係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高い項目に限定して適用しております。 

④ 繰延税金資産の回収可能性の判断 

繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、前連結会計年度決算において使用した将来の業績

予想やタックス・プランニングに、前連結会計年度末以降に生じた経営環境、または一時差異の発生状

況の変化の影響を加味した結果を適用しております。 

【特有の会計処理】 

① 税金費用の処理 

連結子会社の税金費用は、当第１四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定

しております。 

なお、連結子会社の法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。 

 

（3）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

      当第 1四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号平成 20 年 3

月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号平成 20 年

3月 31 日）を適用しております。 

      これにより、経常利益が 0 百万円、税金等調整前四半期純利益が 123 百万円それぞれ減少しておりま

す。 

② 表示方法の変更 

     「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号平成 20 年 12 月 26 日）に基づく財務諸表

等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 21 年 3 月 24 日内閣府令第 5 号）の適用により、当第 1 四半

期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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３．四半期連結財務諸表 
 (1)四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年6月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 26,369 35,884

コールローン及び買入手形 108,769 62,046

買入金銭債権 1,833 2,268

商品有価証券 53 38

金銭の信託 1,990 2,000

有価証券 616,415 609,204

貸出金 1,186,672 1,194,271

外国為替 1,041 1,261

リース債権及びリース投資資産 8,301 8,299

その他資産 12,544 11,055

有形固定資産 23,911 23,761

無形固定資産 3,361 2,776

繰延税金資産 14,746 16,066

支払承諾見返 4,387 4,469

貸倒引当金 △22,528 △22,570

投資損失引当金 △78 △83

資産の部合計 1,987,792 1,950,750

負債の部   

預金 1,725,418 1,709,647

譲渡性預金 114,907 84,119

借用金 14,490 24,454

外国為替 13 37

社債 15,000 15,000

その他負債 9,970 11,750

役員賞与引当金 － 20

退職給付引当金 7,170 7,162

役員退職慰労引当金 513 524

睡眠預金払戻損失引当金 168 200

偶発損失引当金 229 214

再評価に係る繰延税金負債 3,375 3,375

支払承諾 4,387 4,469

負債の部合計 1,895,645 1,860,976

純資産の部   

資本金 14,697 14,697

資本剰余金 8,795 8,795

利益剰余金 57,012 55,631

自己株式 △76 △76

株主資本合計 80,429 79,047

その他有価証券評価差額金 5,739 4,865

繰延ヘッジ損益 － △2

土地再評価差額金 2,602 2,602

評価・換算差額等合計 8,341 7,465

少数株主持分 3,376 3,260

純資産の部合計 92,147 89,774

負債及び純資産の部合計 1,987,792 1,950,750
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 (2)四半期連結損益計算書 
  【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年６月30日) 

経常収益 14,078 12,191

資金運用収益 8,111 7,976

（うち貸出金利息） 6,189 5,973

（うち有価証券利息配当金） 1,895 1,958

役務取引等収益 1,759 1,906

その他業務収益 3,181 2,007

その他経常収益 1,025 301

経常費用 9,053 9,439

資金調達費用 921 789

（うち預金利息） 656 477

役務取引等費用 428 447

その他業務費用 1,328 1,290

営業経費 6,301 6,549

その他経常費用 74 362

経常利益 5,024 2,751

特別利益 169 97

貸倒引当金戻入益 29 41

償却債権取立益 134 50

投資損失引当金戻入益 5 5

特別損失 3 136

固定資産処分損 3 12

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 123

税金等調整前四半期純利益 5,191 2,712

法人税、住民税及び事業税 118 102

法人税等調整額 160 586

法人税等合計 279 688

少数株主損益調整前四半期純利益  2,023

少数株主利益 129 114

四半期純利益 4,782 1,909
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（3）継続企業の前提に関する注記 

当第１四半期連結累計期間(自 平成 22 年４月１日 至 平成 22 年６月 30 日) 

該当事項はありません。 

 

（4）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

当第１四半期連結累計期間(自 平成 22 年４月１日 至 平成 22 年６月 30 日) 

該当事項はありません。 
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４．四半期決算短信説明資料(参考資料）

374178426604法人税等合計

3911112法人税、住民税及び事業税

8,753

335

9,127

264

8,862

3,593

1,396

△ 2,529

1,003

11,392

△ 202

10,185

11,189

10,928

10,827

22,980

1,565

5,006

27,598

34,170

（参考）

平成21年度

コア業務純益

4,022△ 1,2802,742業務純益（一般貸倒繰入前）

うち物件費

うち人件費 2,7262452,971

2,700△ 552,645

その他業務利益

役務取引等利益

資金利益

1,420△ 1,158262

1,3361271,463

7,175△ 27,173

うち不良債権処理額

うち株式関係損益

4,768△ 2,8651,903四半期（当期）純利益

166426592法人税等調整額

4,947△ 2,4392,508税引前四半期（当期）純利益

164△ 1604特別損益

4,782△ 2,2782,504経常利益

67△ 2542

うち債券関係損益

△ 1,097

△ 998

△ 298

△ 1,280

－

△ 982

248

△ 1,032

平成21年度

第1四半期比

950△ 147

760△ 238臨時損益

648350

4,0222,742業務純益

－－一般貸倒引当金繰入額

3,3732,391

5,9096,157経費（除く臨時処理分）

9,9328,900業務粗利益

平成21年度

第1四半期

平成22年度

第1四半期

（１）第1四半期決算の概況（単体）

①業務粗利益 債券売却益および金融派生商品収益の減少により、前年同四半期比 1,032百万円
減少し、8,900百万円となりました。

②経常利益 株式関係損益の減少等があり、前年同四半期比 2,278百万円減少し、2,504百万円
となりました。

③四半期純利益 会計基準の変更に伴う特別損失の計上および法人税等調整額の増加があり、前年
同四半期比 2,865百万円減少し、1,903百万円となりました。

（単位：百万円）

注：コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－債券関係損益
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（２）金融再生法ベースのカテゴリーによる開示

（部分直接償却実施後）

12,13911,88917512,064総 与 信

351403△ 59344合 計

△ 0.53％

△ 34

26

△ 51

21年6月末比

2.89％

27

273

50

（参考）

22年3月末
21年6月末22年6月末

3.38％2.85％
開示債権の総与信に占める

割合

6228要 管 理 債 権

239265危 険 債 権

10150
破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権

金融再生法ベースの不良債権残高(連結)は、前年同四半期比59億円減少して344億円となりました。
なお、開示債権の総与信に占める割合は、前年同四半期比0.53ポイント改善して2.85％となりました。

（単位：億円）
【 連結 】

（注）1. 上記の6月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定す
る各債権のカテゴリー（以下、「開示区分」という。）により分類しております。

また、6月末の開示区分の金額は、平成22年3月末から同年6月末までの倒産・不渡り等の客観的な事
実及び行内格付の変動等を反映させた同6月末時点での当行の定める債務者格付・自己査定基準に基づ
く各残高を記載しております。

2. 債務者区分との関係
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ･･･「実質破綻先」、「破綻先」の債権
危険債権 ･････････････････････････････「破綻懸念先」の債権
要管理債権 ･･･････････････････････････「要注意先」のうち、債権毎の区分で「3ヵ月以上延滞

債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権

＜参考＞【 単体 】
（単位：億円）

（単位：億円）

12,06511,81117711,988総 与 信

342389△ 54335合 計

△ 0.49％

△ 34 

27

△ 48

21年6月末比

2.84％

27

270

44

（参考）

22年3月末
21年6月末22年6月末

3.29％2.80％
開示債権の総与信に占める

割合

6127要 管 理 債 権

236263危 険 債 権

9143
破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権

（単位：億円）
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1,141261,167⑥自己資本額 ③＋④－⑤

11△ 74⑤控除項目

9,327△ 206 9,121⑦リスク・アセット等

335△ 2333④補完的項目(TierⅡ)

△ 15

21

0.42%

0.56%

22年3月末比
22年3月末22年6月末

384369⑧総所要自己資本額 ⑦×4%

817838③基本的項目(TierⅠ)

8.76%9.18%②TierⅠ比率 ③÷⑦

12.23%12.79%①自己資本比率 ⑥÷⑦

（３）自己資本比率（国内基準）

平成22年6月末の連結自己資本比率は12.79%(22年3月末比＋0.56ポイント)、連結TierⅠ比率は9.18%(22年
3月末比＋0.42ポイント)となり、国内銀行の基準値4%を上回る水準で推移しております。

【 連結 】
（単位：億円）

1,108251,133⑥自己資本額 ③＋④－⑤

6△ 60⑤控除項目

9,229△ 2079,022⑦リスク・アセット等

334△ 1333④補完的項目(TierⅡ)

△ 16

19

0.41%

0.55%

22年3月末比
22年3月末22年6月末

376360⑧総所要自己資本額 ⑦×4%

780799③基本的項目(TierⅠ)

8.45%8.86%②TierⅠ比率 ③÷⑦

12.00%12.55%①自己資本比率 ⑥÷⑦

＜参考＞【 単体 】
（単位：億円）

（注）1. 自己資本比率(国内基準)は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし
自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第19号)」に基
づき算出しております。

2. 総所要自己資本額は、リスク・アセット等に4%を乗じた額に、自己資本控除額を加えて算出しており
ます。
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（４）時価のある有価証券の評価差額（連結）

有価証券評価差額（含み益）は、平成22年3月末比16億円増加して98億円となりました。

―――1050394,758―――債 券

差額

株 式

株 式

―――214322376―――株 式

―――4996475,620―――そ の 他 有 価 証 券

825,9846,066――――986,0406,138合 計

△ 431,1481,105――――△ 55460404小 計

△ 4825820――――△ 09897債 券

△ 3116112――――△ 5109104その他

△ 35207171――――△ 50252202連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
も の

1254,8354,961――――1545,5805,734小 計

―

135

4,651

174

連結貸借

対照表

計上額

（参考）22年3月末

―

134

4,566

134

取得

原価

―

0

85

39

うち
損

うち
益

485

―

―

―

時 価

21年6月末

△ 14

―

―

―

評価差額

2

―

―

―

16

―

―

―

取得

原価

―――そ の 他

09495その他

1285,4045,532債 券

2580105
連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも

の

差額

連結貸借
対照表

計上額

22年6月末

（単位：億円）（単位：億円）

02525――――02121合 計

△ 02222―――――――
時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

033――――02121
時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

差 額

―

連結貸借

対照表

計上額

（参考）22年3月末

―

時 価

―

うち
損

うち
益

39

帳簿

価格

21年6月末

0

含み損益

0 0―――満期保有目的の債券

差 額時 価

連結貸借
対照表

計上額

22年6月末

（注）1. 変動利付国債の時価のうち、当行が定めた基準に基づき市場価格を時価とみなせない状態にあると判断した
ものについては、合理的に算定された価額をもって四半期連結貸借対照表計上額としております。これにより、
市場価格をもって四半期連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」は2,903百万円増加、「繰延税金
資産」は1,173百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は1,729百万円増加しております。
なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、ブローカーにより呈示されたものであり、割引現在価値

やオプション価格計算モデル等に価格決定係数である市場金利等を投入することにより算定されております。

（単位：億円） （単位：億円）
② 満期保有目的の債券

① その他有価証券

㈱宮崎銀行（8393）　平成23年3月期　第１四半期決算短信

－10－



（５）デリバティブ取引（連結）

デリバティブ取引は、主として貸出金にかかる金利変動リスク、外国為替取引における為替変動リスクを
回避するため、通常業務の一環として行っております。

① 金利関連取引
（単位：億円） （単位：億円）

評価

損益
時価

契約

額等

評価

損益
時価

契約

額等

評価

損益
時価

契約

額等

△ 5△ 5△ 5△ 5△ 5△ 5  合 計

△ 5△ 5280△ 5△ 5334△ 5△ 5256金利スワップ店頭

（参考）22年3月末21年6月末22年6月末

種 類区 分

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

② 通貨関連取引

⑥ クレジットデリバティブ取引

③ 株式関連取引

④ 債券関連取引
該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

⑤ 商品関連取引

評価

損益
時価

契約

額等

評価

損益
時価

契約

額等

評価

損益
時価

契約

額等

△ 0△ 0――00合 計

△ 0△ 04―――009為 替 予 約店頭

（参考）22年3月末21年6月末22年6月末

種 類区 分

0

0

評価

損益

評価

損益
時価

契約

額等
時価

契約
額等

評価

損益
時価

契約

額等

△ 17

△ 17

△ 2△ 200△ 0合 計

△ 2△ 2020200△ 00

クレジット

デフォルト

オプション

店頭

（参考）22年3月末21年6月末22年6月末

種 類区 分

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円） （単位：億円）
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（６）貸出金、預金等、預り資産残高（単体）

① 貸出金は、法人向け貸出が減少したものの、個人向け貸出および公共向け貸出が増加し、前年同四半
期比 184億円増加して 1兆1,916億円となりました。

② 預金等は、法人預金、個人預金および公金預金ともに増加し、前年同四半期比 933億円増加して
1兆8,450億円となりました。

③ 預り資産残高は、投資信託および公共債が減少したものの、保険が販売好調により大幅に増加し、
前年同四半期比 133億円増加して 3,468億円となりました。

70.36%71.06%△ 1.46%69.60%中 小 企 業 等 貸 出 金 比 率

209217△ 11206消 費者 ローン

3,3653,2651353,400住 宅 ロ ー ン

3,5753,4821253,607う ち 個 人 ロ ー ン

8,4398,337△ 438,294中 小 企 業 等 貸 出 金

11,99311,73218411,916貸 出 金

21年6月末比

（参考）

22年3月末
21年6月末22年6月末

8416015481,149譲 渡 性 預 金

4,5814,2982464,544う ち 法 人 預 金

3,1593,0951503,245流 動 性 預 金

17,98517,51793318,450計

1,4211,202971,299定 期 性 預 金

4,5054,3621834,545定 期 性 預 金

6,3536,4612116,672流 動 性 預 金

10,85910,82339411,217う ち 個 人 預 金

17,14416,91538617,301預 金

21年6月末比
22年6月末

（参考）

22年3月末
21年6月末

う ち 個 人

公 共 債

う ち 個 人

1,8891,955△ 891,866

1,0218642521,116保 険

1,6561,655△ 181,637

503487△ 29458

533515△ 30485投 資 信 託

3,4443,335133  3,468預 り 資 産

21年6月末比
22年6月末

（参考）

22年3月末
21年6月末

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円） （単位：億円）

① 貸出金残高

② 預金等残高

③ 預り資産残高
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